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2017 年度 子どもの権利条約総合研究所 関西事務所研究会等のお知らせ 

 

子どもの権利条約総合研究所は、国連・子どもの権利条約に関する総合的かつ実践的な研究をすす

めることを目的として、2002 年 3 月、研究者・専門家、医師、教職員・施設職員、議員、自治体職

員、NPO・NGO スタッフ等が参加するなか、設立されました。国内では NPO 法人（非営利特別活

動法人）として、国際的には国連 NGO として登録されています。 

本研究所は、設立以来、その目的を果たすべく、さまざまな活動を展開しています（別紙「子ども

の権利条約総合研究所の紹介」をご参照ください）。 

その一環として関西の地においては、子どもの権利条約にかかわる研究や実践、自治体子ども施策

の推進等に寄与する活動として 2007 年以来、「子ども支援学研究会」等を毎年開催してきました。 

2017 年度においても、次のような研究会等を関西事務所として計画しています。子どもの権利条約

の研究や実践を交流し合う機会として、関西在住・在勤の皆さんのご参加を願っています。 

 

研究会等 日時・会場 テーマ・報告者等 

子どもの権利条約

研究交流会 

6/24(土)14:00-17:00 

弁天町 HRC ビル 

「家庭教育支援法」をめぐる国と自治体の動向(仮題) 

林 大造さん(追手門学院大学) 

子ども支援学 

研究会 

8/6(日)13:30-17:00 

同上 

「子どもの相談救済制度の経験の共有に向けて」(仮題) 

 浜田寿美男さん(奈良女子大学名誉教授) 

子どもの権利条約 

研究交流会 

10 月(調整中) 

同上 

＊6/24 研究交流会を踏まえ具体化 

子ども支援学 

研究会 

2/3(土)13:30-17:00 

同上 

＊調整中 

(関西事務所連絡先) 565-0873 大阪府吹田市藤白台 5 丁目 25 番 1 号 千里金蘭大学 3 号館 838 

吉永研究室(水曜日在室) TEL:06-6872-0673 Mail:yoshinaga-shozo-ck@alumni.osaka-u.ac.jp  



 (別紙) 子どもの権利条約総合研究所の紹介 

●研究総会および公開の定例研究会やシンポジウムを開催するとともに、総合的研究誌『子どもの権

利研究』（日本評論社）の発行、『子どもにやさしいまちづくり』（日本評論社）をはじめとする研究所

叢書の刊行など、学際的な研究の進展および専門家の養成・ネットワークに取り組んでいます。 

●自治体との共同により、「地方自治と子ども施策全国自治体シンポジウム」を 2002 年から毎年開催

し、子ども施策と「子どもにやさしいまちづくり」を推進しています。本年度は福井県越前市におい

て 9/30(土)午後に全体会、10/1(日)午前・午後に分科会等が開催されます。 

●アジアの研究者・政府機関・NGO 等とのネットワークをすすめる一環として、韓国の児童権利学

会、国家人権委員会、人権政策研究所、ソウル特別市・京畿道・光州広域市等の自治体、南漢山小学

校等の学校現場や施設との学術・実践交流に取り組むとともに、「アジア子どもの権利フォーラム」

（2009年ソウル、2011年東京、2014 年ウランバートル、2016 年インドネシア）を開催しています。 

●ユニセフ・イノチェンティ子ども研究センター（前「子どもにやさしいまちづくり」国際事務局）

等との学術交流をすすめてきました。また、国連 NGO として、子どもの権利条約 NGO レポート連絡

会議の事務局を担い、条約の審査が効果的になされるよう国連・子どもの権利委員会へ情報提供等の

活動をすすめてきました。 

●東日本大震災子ども支援ネットワークの運営団体として、子ども支援や子どもの意見表明・参加等

にかかわるアドボカシー等をおこなっています。 

●これらの活動は、子どもと子どもの権利条約をめぐる状況がいっそう厳しさを増しているなかで、

さらに、条約の背景および理念ともいえる「子どもを戦争や紛争の犠牲者にしない」ということをめ

ぐって危機的な事態がもたらされようとしているなかで、いっそう進展させていくことが求められて

います。子どもの権利条約を日本およびアジア・世界の子どもたちにとって効果あるものにしていく

ことが不可欠な時代にますますなっています。 

●わたしたち子どもの権利条約総合研究所は、これまでの研究と実践の蓄積、そして今後の取り組み

をもとに、子どもの権利条約を単に理念にとどめることなく、具体的かつ実践的に解釈・運用できる

基本的な枠組みとして、積極的に発信し、日本と世界の共通認識にしていきたいと願っています。 

（本部）〒152-0034 東京都目黒区緑が丘 2-6-1 

（早稲田分室）〒162-0052 東京都新宿区戸山 1-24-1 早稲田大学文学学術院 33 号館 1610 号室 

TEL/FAX:03-3203-4355 E-mail: npo_crc@nifty.com 

以上、子どもの権利条約総合研究所 HP(http://npocrc.org/guidance1)より要約転載 

mailto:npo_crc@nifty.com
http://npocrc.org/guidance1

